
　

Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

地域の資源や個性を活かした「魅力ある地域づくり」を推
進するため、地域づくりを支える人材育成や古民家・遊休
施設を活用したサテライトオフィスの取組を支援します。
＜政策＞

　
　○集落再生につながる取組の創出事例数
　　　㉕－→㉗～㉚年間３事例
　○サテライトオフィス進出地域の拡大（累計）
　　　㉕４市町村→㉙８市町村

推進

 3事例 6事例 9事例

8市町村

12事例

8市町村

　

・●は、具体的な主要事業の概要と担当部局を＜＞で記載

＜危機＞　危機管理部

●

＜記載例＞

　主要事業実施工程表（1-1 とくしま回帰！魅力あふれる「まち」の創生 ）

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

１　魅力ある地域づくりの推進（長期：３，中期：Ｖ－５②）

「主要施策」：重点戦略を進める上で主要となる施策。「長期ビジョン編（2060年）」
　　　　　　　　　「中期プラン編（2025年）」との関連を（）で記載

・○は、計画期間４年間における数値目標で、㉕は基準値として２５年度（末時点）の実績を表記

・各年度毎の数値目標を表記

「主要指標」：主要施策に掲げた数値目標の中で、メインとなる指標。

１ 魅力ある地域づくりの推進（長期：３，中期：Ｖ－５②）

○サテライトオフィス進出地域の拡大 ８市町村
主要指標

「行動計画編」本文（主要事業実施工程表）の見方
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● 地域の資源や個性を活かした「魅力ある地域づくり」を推
進するため、地域づくりを支える人材育成や古民家・遊休
施設を活用したサテライトオフィスの取組を支援します。
＜政策＞
　○集落再生につながる取組の創出事例数（累計）
　　　㉕－→㉚１２事例
　○サテライトオフィス進出地域の拡大（累計）
　　　㉕４市町村→㉙８市町村

推進

3事例 6事例 9事例

8市町村

12事例

8市町村

● 本県経済の中核的存在である中小企業の持続的な発展を促
進するため、現場主義を徹底し、企業の課題・ニーズに基
づいた施策を推進します。＜商工＞
　○プレミアム付き地域商品券
　　「阿波とくしま・商品券」の発行
　　　㉗発行

実施

● 「『とくしま回帰』総合戦略（仮称）」の効果的展開を図
るため、市町村や民間、あるいは両者が連携・協働して実
施する、地域の課題解決に向けた先導的な取組みを支援
し、「徳島ならではの地方創生モデル」として全国へ発信
します。＜政策＞
　○地方創生につながる取組の創出事例数（累計）
　　　㉕－→㉚３６事例

推進

9事例 18事例 27事例 36事例

● 地方創生の実現に向けて、国の「地方創生特区」指定を実
現し、本県の強みを最大限に活かすための規制緩和や制度
改革を推進します。また、「徳島版地方創生特区」を創設
し、県の規制等の緩和や県税等の減免措置、財政支援を組
み合わせた「パッケージ型」の支援を行うとともに、事業
の企画段階から県が相談を受け付け、国との調整も行う
「コンシェルジュ機能」を発揮し、地域の創意工夫を活か
した自由度の高い地方創生プロジェクトを推進します。
＜政策＞
　○「地方創生特区」指定の実現・推進
　　　㉘特区指定・規制緩和推進
　○「徳島版地方創生特区」の創設・推進
　　　㉘特区制度創設・プロジェクト推進

推進

基本目標１　「地方回帰・加速とくしま」の実現　

【重点戦略１】

とくしま回帰！魅力あふれる「まち」の創生

　主要事業実施工程表（1-1 とくしま回帰！魅力あふれる「まち」の創生 ）

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

１　魅力ある地域づくりの推進（長期：３，中期：Ｖ－５②）○サテライトオフィス進出地域の拡大 ８市町村

１ 魅力ある地域づくりの推進（長期：３，中期：Ｖ－５②）

主要指標
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● 徳島大学「生物資源産業学部（仮称）」をはじめとする高
等教育研究機関や産業界との連携強化により、新技術の開
発や人材の育成に一体的に取り組む「アグリサイエンス
ゾーン」を創設し、６次産業化の推進を図ります。
＜農林＞
　○大学等によるサテライト研究室の設置
　　　㉕－→㉚３箇所
　○新技術の開発に向けた
　　県内大学等との共同研究数
　　　㉕２件→㉚１０件
　○農業系大学生等による
　　インターンシップ参加者数（累計）
　　　㉕１０６人→㉚５２５人
　○「アグリサイエンスゾーン」の創設
　　　㉘創設

推進

1箇所

3件

150人

2箇所

5件

275人

2箇所

7件

400人

3箇所

10件

525人

● 大学との連携による地域の課題解決や活性化を図るため、
「大学等サテライトオフィス開設支援制度」を創設し、県
内外の大学のサテライトオフィスを誘致し、地域に密着し
た教育・研究活動や地域貢献活動を支援します。＜政策＞
　○大学サテライトオフィス設置箇所数
　　　㉕３箇所→㉚１２箇所
　○「大学等サテライトオフィス開設支援制度」の創設
　　　㉗創設

推進

7箇所 9箇所 11箇所 12箇所

● 個性豊かで魅力ある地域社会の実現に向け、市町村と連携
を図りながら、人口減少問題をはじめとする様々な課題を
解決するため、地域の実情に応じた過疎対策を推進しま
す。また、次期「徳島県過疎地域自立促進方針」及び「徳
島県過疎地域自立促進計画」を策定します。＜政策＞
　○次期「徳島県過疎地域自立促進方針」
　　及び「徳島県過疎地域自立促進計画」の策定
　　　㉗策定

策定
　
推進

● 県南部圏域の過疎化の進む地域において、人材環流と地域
活性化を図るため、市町と連携し、「『四国の右下』若者
創生協議会」を設立して若い世代の移住・交流施策を戦略
的に推進します。＜南部＞
　○「『四国の右下』若者創生協議会」の設立
　　　㉗設立

設立 推進

● 若者の発想や視点を活かした新たな地域活性化の取組及び
交流人口の拡大を図るため、南部圏域をフィールドとした
大学生による研究等を実施するとともに、県外大学生によ
る南部圏域ならではの農山漁村体験や実習の実施、さら
に、大学サテライトキャンパスの誘致を促進し、地域振興
策の検討や移住・定住のきっかけづくりとする。＜南部＞
　○フィールドワーク参加学生数
　　　㉕３９９人→㉗～㉚年間５００人

推進

500人 500人 500人 500人

● 高校・大学・企業が一体化した地域の未来を創造する
「キャンパス」の創出により、地域資源や地域の強みを生
かした新たな産業を生み出すとともに、地域社会の未来を
創る人材を育成します。＜教育＞
　○「未来創生キャンパス（仮称）」の設置
　　    ㉚設置

準備 設置

　主要事業実施工程表（1-1 とくしま回帰！魅力あふれる「まち」の創生 ）

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● 首都圏等からサテライトオフィス関連企業や大学等を県西
部圏域に呼び込み、地元企業をはじめ多様な主体との連携
により、創業や新商品開発等の新たなビジネスモデル構築
に向けた取組みを推進します。＜西部＞
　○創業・新商品開発等の件数
　　　㉕－→㉗～㉚年間１件以上

推進

1件 1件 1件 1件

● 地域の課題解決につながる政策提言を行う「とくしま政策
研究センター」（県立総合大学校）において、「地域協働
センター」などと連携し、調査研究を実施します。
＜政策・南部・西部＞

推進

● 県（南部・西部総合県民局）、市町、民間団体が連携・協
働する「地域協働センター」において、地域の優れた個性
と魅力を活かすための地域づくりを総合的に推進します。
＜南部・西部＞

推進

● 都市計画区域において、徳島東部及び南部圏域の都市計画
区域マスタープランの見直し等により、防災・減災対策を
土台に据え、安全で快適に暮らせる効率的な都市形成を推
進します。＜県土＞
　○徳島東部及び南部圏域の
　　都市計画区域マスタープランの策定
　　　㉕基礎調査着手→㉙策定
　○市町都市計画マスタープランの策定
　　　㉕６市６町→㉙７市７町

推進

7市7町

● 全ての人々が安全・安心して暮らせるよう、歩道等の整備
や、事故危険箇所における交通安全対策の整備を推進しま
す。＜県土＞
　○歩道等の整備延長
　　　㉕2.6km→㉗～㉚年間２km以上を整備
　○社会資本整備重点計画に基づく事故危険箇所における
　　安全対策の実施箇所数（累計）
　　　㉕－→㉘22箇所
　○無電柱化した県管理道路の延長（累計）
　　　㉕11.0km→㉚11.8km

推進

2.0km

11箇所

11.0km

2.0km

22箇所

11.0km

2.0km

11.0km

2.0km

11.8km

● 中山間地域の幅員狭小な道路において、待避所整備に加
え、「対向車接近表示システム等」を設置することによ
り、通行の安全性、快適性を確保します。＜県土＞
　○対向車接近表示システム等設置箇所数（累計）
　　　㉕23箇所→㉚28箇所

推進

25箇所 26箇所 27箇所 28箇所

● 高架下道路空間や道路予定地を、まちづくりや賑わい等の
観点から、有効活用を図ります。＜県土＞
　○道路空間の有効利用箇所数（累計）
　　　㉕３箇所→㉚６箇所

推進

3箇所 4箇所 5箇所 6箇所

２　安全で快適なまちづくり（長期：３，中期：Ｖ－５①）

　主要事業実施工程表（1-1 とくしま回帰！魅力あふれる「まち」の創生 ）

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

○徳島東部及び南部圏域の都市計画区域マスタープランの策定 策定

２ 安全で快適なまちづくり（長期：３，中期：Ｖ－５①）

主要指標
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● 都市中心部の活性化を図るため、先導的な中心市街地の再
開発事業等を支援します。＜県土＞ 推進

● 新町川河川網周辺の既存観光資源を活用し、「ひょうたん
島川の駅ネットワーク構想」等と連携して川の魅力を発信
することにより、中心市街地の活性化及び観光振興を促進
します。＜県土＞

促進

● 県内各圏域において、地域の絆を取り戻すため、高齢者か
ら若者や子供までの交流の推進や障がい者や外国人など全
ての人々に対する生活・福祉サービスを展開できるユニ
バーサルカフェ（多世代交流・多機能型）“ワンストップ
型福祉拠点”を整備し、地方創生に向け持続可能な地域づ
くりを推進します。＜保健＞
　○ユニバーサルカフェ（多世代交流・多機能型）
　　「ワンストップ型福祉拠点」
　　の整備箇所数（累計）
　　　㉕－→㉚６箇所（全６圏域）

推進

2箇所 4箇所 6箇所

● パーキングパーミット（身体障がい者等用駐車場利用証）
制度の一層の促進を図り、障がい者はもとより、高齢者や
妊産婦を含めた歩行困難者の方々に配慮した環境づくりを
推進するとともに、他府県との利用証の相互利用を促進し
ます。＜保健＞
　○パーキングパーミットの交付件数（累計）
　　　㉕６，２６４件→㉚７，９００件
　○パーキングパーミット利用可能駐車台数
　　　㉕１，０６４台→㉚１，２７０台

推進

7,000件

1,150台

7,300件

1,190台

7,600件

1,230台

7,900件

1,270台

● 路線バスにノンステップバスを導入することにより、公共
交通の利便性、快適性の向上を図ります。＜県土＞
　○ノンステップバス（路線バス）の台数（累計）
　　　㉕９９台→㉚１１６台

促進

107台 110台 113台 116台

● 公共交通機関の案内表示等の多言語化や視認性の確保等を
図り、受入環境を整えることにより、四国霊場などを巡る
外国人観光客等の誘客を図ります。＜県土＞
　○整備モデルコース数（累計）
　　　㉕－→㉚２コース

推進

1コース 2コース 2コース 2コース

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

　主要事業実施工程表（1-1 とくしま回帰！魅力あふれる「まち」の創生 ）

３　ユニバーサルデザインによるまちづくり（長期：３，中期：Ⅰ－３③）○ユニバーサルカフェ（多世代交流・多機能型）「ワンストップ型福祉拠点」

の整備箇所数 ６箇所（全６圏域）

３ ユニバーサルデザインによるまちづくり（長期：３，中期：Ⅰ－３③）

主要指標
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● ユニバーサルデザインによるまちづくりに関する表彰制度
を通じて、観光・交流で訪れる県外客も含め地域に暮らす
すべての人が暮らしやすいまちづくりを推進します。
＜保健＞
　○ユニバーサルデザイン表彰数
　　　㉕１３件→㉗～㉚年間１４件

推進

14件 14件 14件 14件

● 「とくしま公共事業ユニバーサルデザイン推進ガイドライ
ン」に基づき、ユニバーサルデザインによるまちづくりを
推進します。＜県土＞

推進

● 「徳島阿波おどり空港」の利用拡大を図るため、エアポー
トセールスを推進し、航空路線の新規開設を図るととも
に、徳島を発着する航空路線の利便性向上、国際ターミナ
ル機能の創設、新規需要の創出を推進します。＜県土＞
　○「徳島阿波おどり空港」の就航路線
　　　㉕東京線１日１２往復、福岡線１日２往復
　　　→㉚維持・拡大
　○県内への外国人延べ宿泊者数
　　　㉕３２，３１０人→㉚８０，０００人
　○「国際チャーター便」の就航都市数（累計）
　　　㉕－→㉚２都市
　○「国際ターミナル機能」の創設
　　　㉚供用開始

推進

5万人 6万人 7万人

1都市

8万人

2都市

● 地域再生や新産業創出に係る「ひと･もの･わざ」を航空
ネットワークにより結びつけ、新たな航空需要の創出を図
るため、高等教育機関と連携し、本県の先進事例に関する
情報発信や視察研修のマッチングを行うなど、地方創生に
向けた取組を支援します。＜県土＞
　○マッチングイベント・フォーラム等の
　　開催回数（累計）
　　　㉕－→㉚4回

推進

1回 2回 3回 4回

　主要事業実施工程表（1-1 とくしま回帰！魅力あふれる「まち」の創生 ）

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

４　公共交通の維持・発展（長期：３，中期：Ｖ－１①）
○「徳島阿波おどり空港」の就航路線 維持・拡大

４ 公共交通の維持・発展（長期：３，中期：Ⅴ－1①）

主要指標
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● 路線バス、鉄道等地域の生活路線を運行する事業者に対し
て支援を行い、公共交通網を維持・確保します。
また、交通事業者や関係機関と連携しながら、「イベント
列車」の運行をはじめ、各種キャンペーンの開催や実証実
験の実施などにより、公共交通機関の利用を促進します。
＜県土＞
　○キャンペーン参加人数
　　　㉕－→㉗～㉚年間５００人

維持・
確保

500人 500人 500人 500人

● 地域の交通ネットワークを形成するため、新たなバス路線
の開設等に係る住民意向調査、民間事業者に対する運行経
費、車両購入及びデマンドシステム等の補助等に取り組む
市町村を支援し、地域実状に応じた公共交通体系の確立を
促進します。＜県土＞
　○支援市町村数
　　　㉕－→㉚２市町村

促進

2市町村

● パーク・アンド・ライド、ノーカーデー等の社会的メリッ
トを渋滞対策協議会等を通じて啓発し、マイカー利用から
公共交通機関利用への転換を促進します。＜県土＞

促進

● 阿佐東地域における住民の移動手段確保や観光交流の促進
を図るため、阿佐東線において、ＤＭＶの導入を推進しま
す。＜県土＞

推進

　主要事業実施工程表（1-1 とくしま回帰！魅力あふれる「まち」の創生 ）

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● 移住・交流を推進するため、「移住交流促進センター（仮
称）」を設置し、移住に関する情報をタイムリーに発信で
きる移住ポータルサイトを構築するとともに、移住コン
シェルジュの配置により、相談対応や市町村との情報交
換、しごと情報の提供、移住フェアでの情報発信など、移
住交流の支援体制を強化します。＜政策＞
　○「社会増」が「社会減」を上回る市町村数
　　　㉕3市町村→㉙6市町村
　○移住コンシェルジュの配置
　　　㉗配置
　○移住相談件数
　　　㉕－→㉚900件

推進

600件 700件

6市町村

800件

6市町村

900件

● 空き家物件に関する円滑な流通・マッチングによる移住者
受入体制の強化を図るため、市町村と連携し空き家の改修
や家財の処分をはじめ、遊休施設を活用した移住交流施設
や定住促進住宅などの整備を促進します。
＜政策＞
　○空き家等の活用事例数
　　　㉕－→㉚３５事例

推進

5事例 15事例 25事例 35事例

● 「二地域居住」を促進するため、本県の魅力を積極的に発
信するとともに、お試し居住施設や生活体験施設などを整
備する市町村を支援します。また、「二地域居住」を確
立・定着するための施策について、政策提言を実施しま
す。＜政策＞
　○お試し居住施設等の施設数
　　　㉕１５施設→㉚３０施設
　○政策提言実施
　　　㉗実施

支援

20施設 23施設 26施設 30施設

● 地方と都市，双方のよさを体験することで，地方居住者と
都市居住者の双方の視点に立った考え方のできる人材を育
成する「デュアルスクール」のモデル化に取り組みます。
＜教育＞
　○「デュアルスクール」のモデル化
　　　㉚モデル試行

推進 モデル
試行

基本目標１　「地方回帰・加速とくしま」の実現　

【重点戦略２】

とくしま回帰！意欲あふれる「ひと」の創生

　主要事業実施工程表（1-2とくしま回帰！意欲あふれる「ひと」の創生 ）

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

１　移住・交流施策の推進（長期：３，中期：Ｖ－５②）
○「社会増」が「社会減」を上回る市町村数 6市町村

１ 移住・交流施策の推進（長期：３，中期：Ⅴ－５②）

主要指標

- 76 -



Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● 徳島県出身者が多く進学している関西圏の大学（就職支援
協定締結大学）の学生と、県内企業等のインターンシップ
を促進し、学生の職業観の育成を図り、就職のミスマッチ
を防ぐとともに、県内企業の魅力を認識してもらうこと
で、県内へのＵターン就職を促進します。＜商工＞
　○就職支援協定締結大学と連携した
　　インターンシップの促進
　　　㉚全大学で実施

調整 促進 全大学
で実施

● 大学などの高等教育機関との連携強化を進め、高等教育機
関の有する知的・人的資源及び社会貢献機能を地域づくり
に活かすとともに、包括協定締結大学と連携した「地域連
携フィールドワーク講座」を拡充し、大学生による地域の
課題解決や活性化に向けた取組を推進することで、地域の
未来を創造する人材を育成します。＜政策＞
　○「地域連携フィールドワーク講座」
　　延べ参加人数（年間）
　　　㉕－→㉚500人

推進

400人 430人 460人 500人

● 県内大学と連携して、新たに「ボランティアパスポート制
度」を創設し、県がボランティアメニューを提供するとと
もに、大学は学生のボランティア活動を単位に認めること
で、学生による地域でのボランティア活動を促進します。
＜政策＞
　○「ボランティアパスポート制度」の創設・推進
　　　㉗先行実施→㉙拡充

創設・
先行
実施

推進 拡充

● 若者の地元定着を促進するため、経済団体や企業等と連携
して、大学生等を対象とした「地元就職促進・奨学金返還
支援制度（仮称）」を創設し、県内企業に一定期間就業し
た学生の奨学金の返還を支援します。＜政策＞
　○県内大学生等の県内就職率
　　　㉕４４．５％→㉚４７．５％
　○「地元就職促進・奨学金返還支援制度（仮称）」の
　　創設
　　　㉕－→㉗創設

推進

45.0% 45.5% 46.5% 47.5%

● 本県ゆかりの高齢者に、将来徳島に住んでもらえるような
環境づくりを進めるため、県内における高齢者の移住促進
に向けた機運を盛り上げていきます。＜保健＞
　○「戦略会議」の設置
　　　㉗設置

設置 推進

　主要事業実施工程表（1-2とくしま回帰！意欲あふれる「ひと」の創生 ）

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● インターンシップの充実等による若者のキャリアアップの
機会の拡大や経営安定化への支援などに取り組み、農林水
産業分野における新規就業者の確保と中核的な担い手の育
成を図ります。＜農林＞
　○中核的農林漁業者数（累計）
　　　㉕１９６人→㉚５４０人
　○新規就農者数（累計）
　　　㉕１０５人→㉚６８０人
　○新規林業就業者数（累計）
　　　㉕15人→㉚１６０人
　○新規漁業就業者数（累計）
　　　㉕2９人→㉚１２０人
　○「就農研修支援事業」の創設
　　　㉗創設
　○「青年漁業者就業給付金モデル事業」の創設
　　　㉗創設

推進

285人

350人

60人

60人

370人

480人

90人

80人

455人

580人

120人

100人

540人

680人

160人

120人

● 産学官が連携した学習プログラムやインターンシップを通
じて農林水産業や関連産業に対するキャリアを広げ、本県
農林水産業を担う人材の育成・確保を進めます。
＜農林＞
　○農業系大学生等による
　　インターンシップ参加者数（累計）（再掲）
　　　㉕１０６人→㉚５２５人
　○インターンシップ受入登録事業者数
　　　㉕－→㉚６０箇所
　○「農業及び関連分野への就業促進協定（仮称）」
　　の締結
　　　㉘締結

推進

150人

40箇所

275人

45箇所

400人

50箇所

525人

60箇所

● 徳島大学「生物資源産業学部（仮称）」の創設を支援する
とともに、農業系のコースを持つ専門高校や農業大学校、
アグリビジネススクールとの連携を強化し、６次産業化を
担う人材を育成します。＜政策・農林＞
　○「生物資源産業学部（仮称）」の創設
　　　㉘創設

創設 推進

● 農商工連携による生産・加工・販売が一体化した６次産業
化に対応した教育を行うとともに、高等教育機関等との接
続も視野に入れた専門学科を設置し、地域活性化を担う即
戦力を育成します。＜教育＞
   ○県立高校「６次産業化専門学科」の設置
　　　㉙設置

準備 設置 推進

　主要事業実施工程表（1-2とくしま回帰！意欲あふれる「ひと」の創生 ）

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

２　農林水産業に集まる「ひとの流れ」の創出（長期：３，中期：Ⅳ－１③）
○中核的農林漁業者数 ５４０人

２ 農林水産業に集まる「ひとの流れ」の創出（長期：３，中期：Ⅳ－１③）

主要指標
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● 即戦力となる林業技術者を育成するため、本格就業前の林
業実践技術の習得を目指す「とくしま林業アカデミー（仮
称）」の開講に取り組みます。＜農林＞
　○「とくしま林業アカデミー（仮称）」の開講
　　　㉘開講

開講 推進

● アグリビジネススクールにおける研修を通じて、本県農業
を担う経営感覚に優れた人材を育成します。＜農林＞
　○アグリビジネススクールの入学者数（累計）
　　　㉕４０人→㉚２２０人
　○「食Pro.」の育成人数（累計）
　　　㉕－→㉚４０人

推進

110人

10人

145人

20人

180人

30人

220人

40人

● 受講者の漁業習熟度や意識の高さに応じた研修プログラム
を実施し、漁業技術に加え、加工、流通、販売に至る幅広
い知識やノウハウを習得し、本県水産業を支える経営能力
に優れた人材の育成に取り組みます。＜農林＞
　○「漁業人材育成プログラム」に基づく
　　研修等の受講者数（累計）
　　　㉕３２９人→㉚１，８００人

推進

900人 1,200人 1,500人 1,800人

● 「かいふエコブランド農産物」の生産拡大をめざし、新規
就農者の自立を地域ぐるみで支援します。＜南部＞
　○自立農家（年間農業所得２５０万円以上）の育成
　　　㉕－→㉗～㉚年間２戸

推進

2戸 2戸 2戸 2戸

　主要事業実施工程表（1-2とくしま回帰！意欲あふれる「ひと」の創生 ）

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● 出産・育児等により離職せざるを得なかった女性の再就職
準備や就労を支援するため、就職に関する情報の提供やス
キルアップに向けた講座等を実施するとともに、管理職や
起業を目指す女性などを対象に、キャリアアップに向けた
セミナー等を開催します。
また、テクノスクールと県内大学等の連携により「ウーマ
ンビジネススクール」を創設し、女性のスキルアップや就
業、起業を支援します。＜商工＞
　○女性の再就職や就労を支援する
　　講座等における就業率
　　　㉕－→㉚２３%
　○「ウーマンビジネススクール」の創設
　　　㉗創設

推進

20% 21% 22% 23%

● 農村地域を支える女性農業者の意欲を高め、活躍の場を広
げる施策を積極的に推進します。＜農林＞
　○女性農業リーダー数
　　　㉕－→㉚８人
　○「若手女性農業者フォーラム」開催件数
　　　㉕－→㉚３０回
　○県立総合大学校への「新たな講座」の設置
　　　㉗設置

推進

2人

22回

4人

25回

6人

27回

8人

30回

● 女性が働きやすい企業や、働く女性のロールモデルを紹介
するポータルサイトを創設するとともに、全国で活躍する
女性が集う大会を誘致するなど、働く女性を応援し、活躍
を促進します。＜商工＞
　○「女性活躍ポータルサイト（仮称）」の創設
　　　㉗創設
　○「全国商工会議所女性会連合会総会」の開催
　　　㉘開催

推進

● 地域における生活保護受給者等の生活困窮者の自立を促進
するため、福祉事務所とハローワークが一体となって就労
支援を推進します。＜保健＞
　○生活保護世帯のうち
　　働くことのできる「その他世帯率」
　　　㉕１１．４％→㉚９．５％

推進

11.0% 10.5% 10.0% 9.5%

３　女性の就労応援（長期：１，中期：Ⅳ－３）

４　日常生活の自立支援（長期：１，中期：Ⅰ－３④）

　主要事業実施工程表（1-2とくしま回帰！意欲あふれる「ひと」の創生 ）

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

○女性の再就職や就労を支援する講座等における就業率 ２３%

３ 女性の就労応援（長期：１，中期：Ⅳ－３）

○生活保護世帯のうち働くことのできる「その他世帯率」 ９．５％

４ 日常生活の自立支援（長期：１，中期：Ⅰ－３④）

主要指標

主要指標
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● 認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者などで判断能
力が不十分な方々が、地域において自立した生活を送れる
ようにするため、「権利擁護センター」を設置し、日常生
活自立支援事業や成年後見制度利用による包括的な支援を
推進します。＜保健＞
　○日常生活自立支援事業の契約件数
　　　㉕５５件→㉚８０件
　○成年後見制度の申立支援件数
　　　㉕－→㉚7０件

推進

65件

40件

70件

50件

75件

60件

80件

70件

● 「県立総合大学校（まなびーあ徳島）」において、県や高
等教育機関、企業、ＮＰＯ、住民、市町村など多様な主体
とのパートナーシップにより運営を行う講座情報を、ワン
ストップで提供するとともに、県民ニーズに基づいた講座
の開催を推進するなど、本県のまなび拠点として、「県立
総合大学校（まなびーあ徳島）」の一層の充実・強化を図
ります。＜政策＞
　○主催講座受講者数
　　　㉕８１，７９５人→㉚８５，０００人

推進

82,000
人

83,000
人

84,000
人

85,000
人

● 「県立総合大学校（まなびーあ徳島）」をはじめ、県内の
各種生涯学習情報をインターネットによって提供します。
＜教育＞
　○生涯学習各種講座・イベント情報アクセス回数
　　　㉕５３，７９３回→㉗～㉚年間５５，０００回

拡充

55,000
回

55,000
回

55,000
回

55,000
回

工程（年度別事業計画）

５　学習機会の充実（長期：１，中期：Ⅰ－５①）

　主要事業実施工程表（1-2とくしま回帰！意欲あふれる「ひと」の創生 ）

  主要事業名・事業概要・数値目標

○主催講座受講者数 ８５，０００人

５ 学習機会の充実（長期：１，中期：Ⅰ－５①）

主要指標
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● 「まち・ひと・しごと創生法」成立に伴う、地方創生の動
きを更に加速させるため、製造業における首都圏等からの
本社機能誘致を推進することにより、本県経済の活性化及
び雇用機会の確保を図るとともに、「グリーン・イノベー
ション（環境・エネルギー）」、「ライフ・イノベーショ
ン（健康・医療・介護）」など成長分野関連企業の誘致を
促進し、県内の雇用を確保します。＜商工＞
　○「成長分野」関連企業の本社機能誘致数（累計）
　　　㉕－→㉚４社
　○「成長分野」関連企業の
　　奨励指定における立地数（累計）
　　　㉕１３社→㉚２４社
　○「本社機能移転」に関する補助制度の拡充
　　　㉕補助率２０％→㉗補助率２５％

推進

1社

18社

25%

2社

20社

25%

3社

22社

25%

4社

24社

25%

● 本県が誇る優れた光ブロードバンド環境により集積が進ん
でいるサテライトオフィス等において、「徳島を本社、東
京をサテライトに」といった地方創生の動きを更に加速さ
せるため、首都圏等からの本社機能誘致を推進することに
より、本県経済の活性化及び雇用機会の確保を図ります。
＜商工＞
　○サテライトオフィス及び情報通信関連企業の
　　「本社機能移転」に関する補助制度の創設
         ㉗補助制度創設
　○本社機能を有するサテライトオフィス及び
　　情報通信関連企業の「体制強化」に関する
　　補助制度の創設
         ㉘補助制度創設

推進

● 東京一極集中を是正し、徳島への人の流れを加速するた
め、政府関係機関の地方移転に係る提案募集に呼応し、本
県の地方創生に資する機関の誘致に挑戦します。＜政策＞
　○政府関係機関の本県への誘致
　　　㉗提案

提案 推進

基本目標１　「地方回帰・加速とくしま」の実現　

【重点戦略３】

とくしま回帰！新たな人の流れをつくる「しごと」の創生

　主要事業実施工程表（1-3 とくしま回帰！新たな人の流れをつくる「しごと」の創生）

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

１　成長分野等における企業誘致の推進（長期：３，中期：Ⅳ－３）
○「成長分野」関連企業の本社機能誘致数 ４社

１ 成長分野等における企業誘致の推進（長期：３，中期：Ⅳ－３）

主要指標
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● 貿易・投資関連情報の収集・提供や国際ビジネスの即戦力
となる人材育成、海外との産業交流の機会の創出等によ
り、県内企業のグローバル展開を支援します。＜商工＞
　○徳島県の輸出額
　　（徳島県貿易・国際事業実態調査、中小企業分）
　　  ㉕１５０億円→㉚１７０億円
　○徳島県の輸出企業数
　　（徳島県貿易・国際事業実態調査、中小企業分）
　　　㉕９５社→㉚１２６社
　○県内大学生への留学支援人数（累計）
　　　㉕－→㉚５０人

実施

158億円

106社

12人

162億円

112社

25人

166億円

119社

37人

170億円

126社

50人

● 中小企業の販路開拓を支援するため、県内のみならず、関
西広域やアジアをはじめとする海外市場での展示商談会で
の取引支援を通じて、ビジネスマッチングを図るととも
に、下請取引の適正化にも取り組みます。＜商工＞
　○取引成立額
　　　㉕２１６百万円→㉗～㉚年間２２０百万円

支援

220
百万円

220
百万円

220
百万円

220
百万円

● 頑張る中小企業を応援する「徳島県経済飛躍のための中小
企業の振興に関する条例」の強力な推進エンジンとして、
１２５億円の「とくしま経済飛躍ファンド」を活用し、Ｌ
ＥＤをはじめ地域資源を活用した新製品開発などの先進的
な取組を支援するとともに、農商工連携による新たな領域
からの事業創出など、経済飛躍の原動力となる創造的な事
業活動を推進し、地域経済の活性化を促進します。
＜商工＞
　○とくしま経済飛躍ファンドによる支援額
　　　㉕２億円→㉗～㉚２億円

推進

2億円 2億円 2億円 2億円

● 県内中小企業の事業継続力の向上を図るため、産学官連携
による推進体制の整備強化を通じて、「事業継続計画（Ｂ
ＣＰ）」の策定及び見直し改善のためのきめ細やかな支援
を実施し、徳島県企業ＢＣＰ認定企業を拡大します。
＜商工＞
　○新規認定企業数
　　　㉕－→㉚3社

実施

2社 2社 3社 3社

● 県内中小企業者の資金繰りの円滑化を推進するため、民間
金融機関等との適切な連携のもとで、低金利・低保証料の
融資制度の充実・強化を図ります。＜商工＞
　○低利・低保証料の融資制度の充実・強化

充実・
強化

● 「工業技術センター」が保有する資源（人材､技術､機器）
を最大限に活かし､県内企業の技術開発力の強化に結びつ
く､「技術指導､共同研究等」を積極的に行います。
＜商工＞

実施

　主要事業実施工程表（1-3 とくしま回帰！新たな人の流れをつくる「しごと」の創生）

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

２　「頑張る中小企業」の取組促進（長期：３，中期：Ⅳ－１①）○徳島県の輸出額（徳島県貿易・国際事業実態調査、中小企業分）

１７０億円

２ 「頑張る中小企業」の取組推進（長期：３，中期：Ⅳ－１①）

主要指標
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● 商工団体等「中小企業支援機関」の相互連携の促進及び機
能強化を図ることにより、中小企業の経営支援と地域経済
の活性化を図ります。＜商工＞

推進

● 本県経済の中核的存在である中小企業の持続的な発展を促
進するため、現場主義を徹底し、企業の課題・ニーズに基
づいた施策を推進します。
また、安定した生活及び地域活性化の実現を図るため、有
効求人倍率１．０倍超を維持するとともに、県内企業の成
長による求人拡大、企業誘致による新たな雇用の場の創出
及び雇用マッチングに積極的に取り組みます。＜商工＞
　○徳島県有効求人倍率（年平均）
　　　㉕０．９９→㉗～㉚１．０倍超を維持
　○「小規模企業振興憲章（仮称）」の制定
　　　㉘制定

推進

1.0倍超 1.0倍超 1.0倍超 1.0倍超

● 高齢化の進行に伴い、今後必要となる介護サービスの提供
体制を整えるため、介護職員等福祉分野における雇用の創
出を行います。＜保健＞
　○介護保険サービス事業所（居宅）従事者数
　　　㉕８，７９７人→㉚１０，０００人

拡大

9,300
人

9,600
人

9,800
人

10,000
人

● 産業界との連携等により、テクノスクールの訓練内容を充
実強化し、実践的な産業人材の育成を推進します。
＜商工＞
　○テクノスクール３校体制における
　　訓練生の資格取得者数（累計）
　　　㉕１，７６０人→㉚８，７００人
　○民間を活用した訓練受講者の就職率
　　　㉕７４％（㉑～㉕の平均率）→㉚７９％
　○ドイツ・ニーダーザクセン州職業訓練センターとの
　　交流協定締結
　　　㉘締結
　○「徳島県版マイスター制度」の導入
　　　㉚導入

推進

4,500人

76%

5,900人

77%

7,300人

78%

8,700人

79%

　主要事業実施工程表（1-3 とくしま回帰！新たな人の流れをつくる「しごと」の創生）

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

３　雇用の場の確保（長期：３，中期：Ⅳ－３）

４　就労支援と職業能力開発の充実（長期：１，中期：Ⅳ－３）

○徳島県有効求人倍率（年平均） １．０倍超（維持）

３ 雇用の場の確保（長期：３，中期：Ⅳ－３）

○テクノスクール３校体制における訓練生の資格取得者数

４ 就労支援と職業能力開発の充実（長期：１，中期：Ⅳ－３）

主要指標

主要指標
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● ワーク・ライフ・バランスの向上や勤務形態の多様化に適
切に対応するため、全国トップクラスのブロードバンド環
境を活用し、テレワーク実証の場として、在宅勤務等の補
完や共同利用型サテライトオフィスとしての機能を有する
「テレワークセンター」を設置するとともに、「テレワー
ク実証実験」により、導入・実施時の課題を検証し、県内
へのテレワークの普及を図ります。＜商工＞
　○県内でテレワークを実施する事業所数
　　（トライアル実施を含む）（累計）
　　　㉕－→㉚２０事業所

　○企業向け「テレワーク実証実験」の実施
　　　㉗実施
　○在宅勤務の補完や
　　共同利用型サテライトオフィスとして機能を有する
　　「テレワークセンター」の設置
　　　㉘設置

推進

5
事業所

10
事業所

15
事業所

20
事業所

● 在宅勤務やサテライトオフィスなど、ＩＣＴを活用した
「テレワーク」に、県が率先して取り組み、「多様な働き
方」の創造を加速することにより、「ワーク・ライフ・バ
ランス」や「災害時の業務継続」の実現を図るとともに、
市町村におけるテレワーク導入を促進します。
＜経営・政策＞
　○モバイルワークの導入
　　　㉘本格導入
　○県庁版サテライトオフィスの展開
　　　㉘全県展開
　○子育てや介護を支援する
　　「県庁・在宅勤務制度」の導入
　　   ㉗実証実験開始・㉚本格導入
　○市町村向け「テレワーク実証実験」の実施
　　　㉘実施

推進

● 雇用関連サービスをワンストップで提供する「とくしま
ジョブステーション」等において、若年者、中高年齢者、
ＵＩＪターン希望者等を中心とした大都市圏からの就業を
促進します。＜商工＞
　○とくしまジョブステーションを活用した就職率
　　　㉕３５．１％→㉚３９．０％
　○プロフェッショナル人材の正規雇用数（累計）
　　　㉕－→㉚２０人

実施

36.0%

5人

37.0%

10人

38.0%

15人

39.0%

20人

● 県内高校生等を対象に県南の中心漁業である採貝漁業が体
験できる講習会を漁協が開催することで、就業の機会を増
やします。＜南部＞
　○漁業体験者数
　　　㉕－→㉗～㉚年間２０人

推進

20人 20人 20人 20人

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

　主要事業実施工程表（1-3 とくしま回帰！新たな人の流れをつくる「しごと」の創生）

- 85 -



Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● 若者の入社後の早期離職（雇用のミスマッチ）を解消する
ため、小学校入学時から仕事に対する興味を抱き、成長段
階に応じて職業観を育成することを推進します。＜商工＞
　○小中学校の職業体験者数
　　　㉕１７０人→㉚２１０人

推進

180人 190人 200人 210人

● 新卒等未就職若年者の就業を支援するため、企業説明会や
セミナー等のイベントを開催し、若者と企業のマッチング
を推進することで、若者の県内企業への就職を促進しま
す。

また、若年無業者（ニート）等の就業を促進するため、
「地域若者サポートステーション」において、専門家によ
る個別相談等を実施するとともに、支援機関のネットワー
クを活用した支援を行います。＜商工＞
　○若年者企業面接会等の参加者における就職内定率
　　　㉕－→㉚２６．０％
　○徳島県内の地域若者サポートステーションにおける
　　新規登録者数に対する進路決定率
　　　㉕５０．０％→㉚５４．０％

実施

23.0%

51.0%

24.0%

52.0%

25.0%

53.0%

26.0%

54.0%

● 就労意欲があるにもかかわらず就労できないひとり親家庭
の親及び子に対して、技能や資格を習得するための講習会
や自立支援プログラムの策定を実施し、就労を支援しま
す。
＜県民＞
　○自立支援プログラムを活用した就職者数
　　　㉕４５人→㉗～㉚年間４５人

実施

45人 45人 45人 45人

● 労働力人口の減少が一段と進むと予想される本県におい
て、これまで十分に活かされていなかった定住外国人人材
の更なる活躍の場を整備し、人材育成を行うため、定住外
国人に対する職場で通用する日本語やビジネスマナー講
座、資格取得やスキルアップ講座等を行います。＜商工＞
　○定住外国人の就労を支援する講座等における就職率
　　㉕－→㉚２３% 20% 21% 22% 23%

　主要事業実施工程表（1-3 とくしま回帰！新たな人の流れをつくる「しごと」の創生

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● 若者の出会いの機会を増やし結婚を支援するため、県内企
業・団体間の婚活支援ネットワークの拡大を図るととも
に、「きらめき縁結び応援団」と連携し、地域の特色を生
かした魅力ある婚活イベントを実施します。＜県民＞
　○男女の出逢いの場等への参加者数
　　　㉕６，８５８人→㉗～㉚年間７，０００人
　○婚活支援応援企業・団体登録数
　　　㉕－→㉚２００社
　○「きらめき縁結び応援団」が行う
　　婚活イベントの実施回数
　　　㉕２２３件→㉗～㉚年間２２０回
　○市町村等が行う婚活イベントの実施回数
　　　㉕－→㉚３０回

推進

7,000人

115社

220回

15回

7,000人

145社

220回

20回

7,000人

175社

220回

25回

7,000人

200社

220回

30回

● 独身男女を募り、結婚・出産・子育て等、自らのライフプ
ランを考えたり、徳島での生活の質の向上について語り合
うセミナーを開催します。＜県民＞
   ○独身男女のライフプランセミナー
　　の創設及び実施回数
　　　㉗創設→㉚１０回

創設

9回

推進

10回 10回 10回

● 地域において妊娠、出産から新生児に至る高度専門的な医
療を効果的に提供する、総合的な周産期医療体制を整備
し、安心して子どもを産み育てることができる環境づくり
の推進を図ります。＜保健＞
　○周産期死亡率
　　　㉕４．４（出産千対）→㉚減少

推進

基本目標１　「地方回帰・加速とくしま」の実現　

【重点戦略４】

結婚・出産・子育て支援の進化

　主要事業実施工程表（1-４ 結婚・出産・子育て支援の進化）

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

１　「攻め」の婚活支援（長期：１，中期：Ⅰ－１）

２　安全安心な出産体制の充実（長期：１，中期：Ⅰ－１）

○男女の出逢いの場等への参加者数 ７，０００人

１ 「攻め」の婚活支援（長期：１，中期：Ⅰ－１）

○周産期死亡率 減少

２ 安全安心な出産体制の充実（長期：１，中期：Ⅰ－１）

主要指標

主要指標
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● 徳島県周産期医療体制整備計画に基づき、ハイリスク分娩
に対応した周産期医療体制を推進します。また、分娩取扱
医療機関や妊婦健診医療機関等との間で、妊娠情報を共有
する「共通診療ノート」の活用を推進します。＜保健＞
　○共通診療ノートの活用医療機関
　　　㉕－→㉚１００％
　○次期「徳島県周産期医療体制整備計画」の策定
　　　㉘改定

推進

100%

● 不妊のある夫婦に対する助成を継続しつつ、若い世代に対
して、妊娠・出産等の正しい知識の普及啓発を行います。
＜保健＞
　○研修会の参加人数
　　　㉕－→㉚１３０人

推進

100人 110人 120人 130人

● すべての子どもに適切な保育を保障し、質の高い幼児教育
を提供できる環境を整えます。＜県民＞
　○待機児童の解消
　　　㉕４１人→㉙ゼロ
　○認定こども園設置数
　　　㉕６箇所→㉚４２箇所
　○子育て支援員の認定数（累計）
　　　㉕－→㉚８００人
　○保育現場での実践訓練を受講した潜在保育士の
　　保育所等への就職率
　　　㉕－→㉚４０％

推進

30人

30箇所

200人

30%

15人

36箇所

400人

33%

0人

40箇所

600人

36%

0人

42箇所

800人

40%

● 昼間に保護者が家庭にいない児童に適切な遊びと生活の場
を確保する放課後児童クラブの拡充を図ります。＜県民＞
　○放課後児童支援員の認定数
　　　㉕－→㉚７００人
　○放課後児童クラブの設置数
　　　㉕１５０クラブ→㉚１７６クラブ

推進

175人

154
クラブ

350人

161
クラブ

525人

172
クラブ

700人

176
クラブ

● 多子世帯における経済的負担を軽減するため、第３子以降
の保育所・幼稚園保育料無料化制度を創設します。
 ＜県民＞
　○第３子以降の
　　保育所・幼稚園「保育料無料化制度」の創設
　　　㉗創設

創設 推進

３　子育て機能の向上（長期：１，中期：Ⅰ－１）

　主要事業実施工程表（1-４ 結婚・出産・子育て支援の進化）

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

○待機児童の解消 ゼロ

３ 子育て機能の向上（長期：１，中期：Ⅰ－１）

主要指標
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● 人生経験の豊富な高齢者が子育て支援に参加することで、
子どもやその親と世代間の交流が促進され、地域の子育て
力の強化が図られることから、県内各地で、子育て活動を
実施しているシニア団体を支援するとともに、高齢者向け
の研修会を実施します。＜県民＞
　○シニア団体が行う子育て支援活動数
　　　㉕－→㉗～㉚年間１００回

推進

100回 100回 100回 100回

● 児童福祉業務に携わる人材の育成を総合的に図ります。
＜県民＞
　○研修会受講者数
　　　㉕３，１８６人→㉗～㉚年間３，０００人

推進

3,000人 3,000人 3,000人 3,000人

● 勤労者向け協調融資制度において、子育てを行う勤労者の
教育資金等の低利融資を行うことにより、経済的負担の軽
減を図ります。＜商工＞

充実・
強化

● 「子育て総合支援センターみらい」を中心として、市町村
や関係団体と連携を深め、地域の子育て支援活動を積極的
に支援し、地域における子育て力と子育て環境の向上を図
ります。＜県民＞

推進

● 次代の親となる世代に子育てに関する知識について、学校
との連携を図り、学習やふれあい体験の機会等を提供し、
次代を担う親づくりを推進します。＜県民＞

推進

● 地域にある保育所等を利用して、育児相談に応じたり、子
育て情報の提供、子育てサークル・ボランティアの育成、
支援等を進めます。＜県民＞

推進

● 親子がふれあいを深める機会づくりを進めるため、子育て
世帯が施設や店舗を利用した際に、優遇サービスを受けら
れる制度を充実するとともに、関西や四国の各府県と広域
連携を図ります。＜県民＞

推進

　主要事業実施工程表（1-４ 結婚・出産・子育て支援の進化）

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

- 89 -



Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● 小児救急電話相談事業（＃８０００）の利用促進のための
周知を図るとともに、＃８０００を活用し、すぐに病院に
かかる必要がある小児患者の情報を医療機関等に提供する
モデル事業を実施し、安心して子育てができる環境整備を
図ります。＜保健＞
　○＃８０００の認知度
　　　㉕－→㉚80%
　○＃８０００の相談実績
　　　㉕７，９２７件→㉚８，２５０件
　○「＃８０００」徳島こども救急電話相談の
　　新システムスタート
　　　㉗実施

推進

50%

7,950件

60%

8,050件

70%

8,150件

80%

8,250件

● 病児・病後児保育事業の推進とあわせ、看護協会及びファ
ミリー・サポート体制等との連携による、病児・病後児サ
ポート事業の実施により全県的な病児病後児の受入環境を
整備します。＜県民＞
　○病児・病後児保育実施市町村数
　　　㉕1６市町村→㉚全市町村

推進

20
市町村

22
市町村

23
市町村

24
市町村

● 子育て家庭を地域全体で支える体制を整備するため、ファ
ミリー・サポート・サービスによる子育ての相互援助活動
の取組を推進するとともに、病児・病後児保育事業等と連
携し、病児・病後児対応等のファミリー・サポート・セン
ターの機能強化を図ります。＜商工＞
　○病児・病後児対応に取り組むモデル地域数（累計）
　　　㉕－→㉚３市町村

推進

整備・
計画

1
市町村

2
市町村

3
市町村

● 乳幼児等の疾病の早期発見と早期治療を促進するととも
に、安心して子どもを生み育てられる環境づくりを推進す
るため、市町村が実施する乳幼児等医療費助成事業に対し
て助成します。＜保健＞

推進

４　救命救急医療体制の充実（長期：１，中期：Ⅰ－１）

５　病児・病後児保育の充実（長期：１，中期：Ⅰ－１）

　主要事業実施工程表（1-４ 結婚・出産・子育て支援の進化）

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

○＃８０００の認知度 ８０%

４ 救命救急医療体制の充実（長期：１，中期：Ⅰ－１）

○病児・病後児保育実施市町村数 全市町村

５ 病児・病後児保育の充実（長期：１，中期：Ⅰ－１）

主要指標

主要指標
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● テレワークなどの多様な働き方の拡大を図り、働きやすい
職場環境づくりを推進するため、仕事と子育て等の両立支
援に積極的な企業等を「はぐくみ支援企業」として認証
し、企業等における次世代育成の取組を促進するととも
に、仕事と育児の両立を支援するため、e-ラーニング等
を活用してテレワーカーを育成する「子育て女性等の新た
な働き方」支援制度を創設します。＜商工＞
　○「はぐくみ支援企業」認証事業所数
　　　㉕１７７事業所→㉚２６０事業所

　○「子育て女性等の新たな働き方」支援制度
　　の創設
　　　㉘創設

推進

215
事業所

230
事業所

245
事業所

260
事業所

● 仕事と家庭の両立支援を積極的に進めるため、経営者や管
理職等を対象とした研修会を開催し、子育てしやすい職場
づくりを推進します。＜県民＞
　○イクボス研修の実施回数
　　　㉕－→㉗～㉚年間３回

推進

3回 3回 3回 3回

● 仕事と子育ての両立を支援するため、男性の育児参加を積
極的に促進している企業を表彰します。＜県民＞ 推進

６　「ワーク・ライフ・バランス」の展開（長期：１，中期：Ⅰ－１）

　主要事業実施工程表（1-４ 結婚・出産・子育て支援の進化）

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

○「はぐくみ支援企業」認証事業所数 ２６０事業所

６ 「ワーク・ライフ・バランス」の展開（長期：１，中期：Ⅰ－１）

主要指標

- 91 -



Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● 徳島発の提言が「課題解決先進県・徳島」からの実効性の
ある「処方箋」として、国の新たな制度や施策に反映さ
れ、「地方創生」から「日本創生」へと繋がるよう、国へ
の積極的な政策提言を実施します。＜政策＞
　○地方創生に関する「政策提言」の実現比率
　　　㉕－→㉚８０％

推進

65% 70% 75% 80%

● 地方が「自らの権限と責任」のもと、「徳島のことは徳島
で決める」ことができる「真の分権型社会」を実現し、個
性豊かで多様性に富んだ、活力あふれる地域社会を形成す
るための取組を進めます。＜政策＞
　・権限移譲等による国と地方の役割分担の見直し
　・地方に対する規制緩和の推進
　・地方税財源の充実・強化

推進

● 地方創生の実現に向けて、国の「地方創生特区」指定を実
現し、本県の強みを最大限に活かすための規制緩和や制度
改革を推進します。また、「徳島版地方創生特区」を創設
し、県の規制等の緩和や県税等の減免措置、財政支援を組
み合わせた「パッケージ型」の支援を行うとともに、事業
の企画段階から県が相談を受け付け、国との調整も行う
「コンシェルジュ機能」を発揮し、地域の創意工夫を活か
した自由度の高い地方創生プロジェクトを推進します。
（再掲）＜政策＞
　○「地方創生特区」指定の実現・推進
　　　㉘特区指定・規制緩和推進
　○「徳島版地方創生特区」の創設・推進
　　　㉘特区制度創設・プロジェクト推進

推進

１　「真の分権型社会」実現への取組（長期：３，中期：Ⅴ－５④）

基本目標１　「地方回帰・加速とくしま」の実現　

【重点戦略５】

国に先んじた行政手法の進化

　主要事業実施工程表（1-５ 国に先んじた行政手法の進化）

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

○地方創生に関する「政策提言」の実現比率 ８０％

１ 「真の分権型社会」実現への取組（長期：３，中期：Ⅴ－５④）

主要指標
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● 財政の健全化を図るため、「起債許可団体からの脱却」を
はじめとする、「財政構造改革基本方針」の目標達成に向
けた取組を推進します。＜経営＞
　○実質公債費比率
　　　㉕２０．８％→㉘１８．０％未満
　○公債費（一般会計ベース、臨時財政対策債を除く）
　　　㉕６９７億円→㉘５００億円台

　○県債残高（一般会計ベース、臨時財政対策債を除く）
　　　㉕５，９３２億円→㉘５，３００億円台

　○財政調整的基金残高
　　　㉕３２６億円→㉘６００億円
　　　　　　　　　　　（基金総額1,000億円）

推進

19.3%

623
億円

5,400億
円程度

499億円

17.6%

500
億円台

5,300億
円台

600億円

● ３，０００人体制に向けた着実な取組みを進めるととも
に、
　・地方創生をはじめ喫緊の行政課題への対応
　・県内の経済雇用情勢や若年層の雇用確保
　・いびつな年齢構成の是正
など様々な課題を解消するため、毎年３桁（100名）の新
規採用枠を確保し、職員の能力をフル活用することで、
ワーク・ライフ・バランスの推進にも対応でき、最大限の
効果を発揮できる「しなやかでバランスのとれた組織・体
制づくり」を目指します。＜経営＞
　○県職員「新規採用枠」
      　㉕100人→㉗～㉚年間１００人以上

推進

100人 100人 100人 100人

● 県行政の効率的かつ効果的な推進をはじめ、ワーク・ライ
フ・バランスの確立に資する「しなやかでバランスのとれ
た体制」を目指す中、女性がより一層能力を発揮すること
で、人口減少をはじめとする行政課題への処方箋を示し、
実行していくため、やる気と能力のある女性職員を役付職
員に登用するとともに、能力実証に基づく管理職への登用
を推進します。＜経営＞
　○係長以上の女性役付職員数
　　　㉕３２４人→㉚４００人
　○女性管理職の割合
　　　㉕６．８％→㉚１３．６％

推進

400人

13.6%

２　県の行財政改革の推進（長期：３，中期：Ⅴ－５⑤）

　主要事業実施工程表（1-５ 国に先んじた行政手法の進化）

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

○実質公債費比率 １８．０％未満

２ 県の行財政改革の推進（長期：３，中期：Ⅴ－５⑤）

主要指標
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● 在宅勤務やサテライトオフィスなど、ＩＣＴを活用した
「テレワーク」に、県が率先して取り組み、「多様な働き
方」の創造を加速することにより、「ワーク・ライフ・バ
ランス」や「災害時の業務継続」の実現を図るとともに、
市町村におけるテレワーク導入を促進します。（再掲）
＜経営・政策＞
　○モバイルワークの導入
　　　㉘本格導入
　○県庁版サテライトオフィスの展開
　　　㉘全県展開
　○子育てや介護を支援する
　　「県庁・在宅勤務制度」の導入
　　   ㉗実証実験開始・㉚本格導入
　○市町村向け「テレワーク実証実験」の実施
　　　㉘実施

推進

● 施策の推進には県の財政負担を伴うという「固定観念」か
ら脱却し、施策をより効率的かつ効果的に実施するため、
「ゼロ予算事業」、「県民との協働推進事業」、「県民ス
ポンサー事業」に「既存ストック有効活用事業」、「将来
コスト軽減事業」を加えた５本柱からなる「とくしま“実
になる”事業」を、強力に展開します。＜経営＞
　○「とくしま“実になる”事業」年間実施事業数
　　　㉕３５０事業→㉗～㉚年間４００事業

展開

400事業 400事業 400事業 400事業

● 「課題解決先進県」として、徳島発の「実証実験事業」や
「モデル事業」を積極的に展開し、有効な処方箋を全国に
発信するとともに、政策提言を通じて国にその制度化を求
めることにより、課題解決の加速化と財政負担の軽減を図
ります。＜経営＞
　○「徳島発の政策提言」に連動する
　　「実証実験・モデル事業」の年間実施事業数
　　　㉕１０事業→㉚２０事業

展開

13事業

　

15事業 18事業 20事業

● 新たな歳入を確保するため、民間との協働により、物品の
提供元を広報する「スポンサー型広告」を拡充するととも
に、「ネーミング・ライツ」の取組を推進します。
＜経営＞
　○スポンサー事業
　　　㉕年間７件→㉚年間１０件以上

　○ネーミング・ライツの導入
　　　㉕１１施設→㉚１３施設以上

推進

10件
以上

13施設
以上

  主要事業名・事業概要・数値目標

　主要事業実施工程表（1-５ 国に先んじた行政手法の進化）

工程（年度別事業計画）
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● 各外郭団体における、県の施策の効果的な反映による「県
民サービスの向上」や、さらなる経営健全化を図るため、
各団体の経営改善を推進します。＜経営＞
　○組織の見直し
　　　㉔→㉗役職員数△５％
　○県の関与状況の見直し
　　　㉔→㉗補助金・委託金△１０％

推進

△5％

△10%

計画
改定

● 公有財産の有効活用を図り、地域の社会貢献活動や経済活
動に資するため、「県有施設空きスペース」の貸付や「未
利用財産」の公募による貸付を行います。＜経営＞
　○貸付契約数（自動販売機除く）
　　　㉕２区画→㉚１０区画

推進

10区画

● 徳島の未来を支える確かな「行財政基盤」を構築するた
め、効率的・効果的な県政運営を導く「新次元の行財政改
革プラン（仮称）」を策定し、不断の行財政改革を推進し
ます。＜経営＞
　○「新次元の行財政改革プラン（仮称）」の策定
　　　㉗策定・推進
　○外部有識者等からなる推進組織の設置
　　　㉗設置・推進

策定・
推進

● 定員管理の適正化を図るなど人件費改革への取組を進めま
す。＜経営＞
　○総人件費の抑制

推進

● 職員一人ひとりの改革意識の高揚を図り、トップマネジメ
ント（幹部率先型）及びボトムアップ（職員積上型）の両
面から「仕事の進め方」や「職場環境改善の取組」を進め
ます。＜経営＞

推進

● 職員一人ひとりの、徳島の強みや魅力の国内外への発信力
強化のため、｢地域の資産や文化を知り｣、｢語学力を強化す
る｣研修の充実を図ります。また、南海トラフの巨大地震を
迎え撃つための｢防災人財｣や、｢世界を見据えた人財｣を戦
略的に養成するため、国や海外の機関等への派遣研修を行
い、未来の徳島を担う「人財」育成を強力に推進します。
＜経営＞

推進

● 県債の信用力を確保し、公債費の縮減につなげるため、格
付け機関による格付け「全国上位クラス」を堅持します。
＜経営＞

堅持

● 政策推進に係る「県民意見の積極的な反映」と「県民目線
からのチェック機能の強化」を図り、徳島ならではの「新
たな事業評価システム」を進化させるため、第三者機関で
ある県政運営評価戦略会議においてより効果的かつ効率的
な評価手法を検討・推進します。＜監察＞

検討 推進

● 財務状況をより分かりやすく開示するため、地方公会計の
新たな統一的基準に基づく財務諸表を作成します。
＜経営＞

推進

　主要事業実施工程表（1-５ 国に先んじた行政手法の進化）

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● 本県のみでは解決し難い課題を「関西共通の課題」として
捉え、徳島が先導役として、関西広域連合で展開する「徳
島発の広域プロジェクト」を推進します。＜政策＞
　○「徳島発の広域プロジェクト」数（累計）
　　　㉕１件→㉚６件

推進

1件 3件 5件 6件

● 全国知事会議や四国をはじめとする各ブロック知事会議を
活用し、医療、文化・観光、環境、防災など、様々な分野
での広域的な課題の解決に取り組むことにより、２１世紀
にふさわしい明るく元気あふれる「とくしま」づくりを進
めます。＜政策＞
　○知事会議による国への提言件数（累計）
　　　㉕８件→㉚４８件

推進

24件 32件 40件 48件

● 地方分権改革をリードするため設立された「関西広域連
合」の一員として、関西における広域行政をさらに推進す
るとともに、四国と近畿の結節点という本県の特性を活か
し、四国、さらには関西全体の発展に繋がる取組を進めま
す。＜政策＞

推進

● 全国知事会や四国をはじめとする各ブロック知事会におけ
る広域連携や、関西広域連合における広域行政の取組につ
いて、ホームページなどによる情報発信を行い、県民の関
心を高め、理解を深める取組みを進めます。＜政策＞

推進

● 県民との意思疎通を図り、県勢の発展につなげるため、時
代に即した広報媒体を有機的・効果的に活用し、利用者が
必要とする情報を積極的かつきめ細やかに提供し、県民の
利便性の更なる向上を図ります。＜経営＞
　○「徳島県ＳＮＳ」利用登録数
　　　㉕１３，６００件→㉚２８，０００件

推進

24,000
件

26,000
件

27,000
件

28,000
件

● 県民の皆さんと知事との対話事業を実施するとともに、イ
ンターネット等を活用した提言の場づくりを進め、得られ
た提言を積極的に県の事務事業に反映します。＜経営＞
　○知事対話事業開催回数
　　　㉕１０回→㉗～㉚年間１０回以上

推進

10回 10回 10回 10回

　主要事業実施工程表（1-５ 国に先んじた行政手法の進化）

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

３　広域行政への取組（長期：３，中期：Ⅴ－５④）

４　県民との対話型広報広聴事業の展開（長期：３，中期：Ⅴ－５⑤）

○「徳島発の広域プロジェクト」数（累計） ６件

３ 広域行政への取組（長期：３，中期：Ⅴ－５④）

○「徳島県ＳＮＳ」利用登録数 ２８，０００件

４ 県民との対話型広報広聴事業の展開（長期：３，中期：Ⅴ－５⑤）

主要指標

主要指標
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０

● 地域の人々と「ともに考え、ともに行動し」各圏域の振興
を図るため、「出会い」「ふれあい」「語り合う」移動知
事室を開催するなど交流の場づくりを進めます。
＜政策・南部・西部＞

推進

● 県民参加による公正で開かれた県政を実現するため、県民
が県政に関する情報を迅速かつ容易に入手できるよう積極
的な公表を図るなど、情報公開を総合的に推進します。
＜経営＞
　○「情報提供施策の推進に関する要綱」に基づく
　　「公表推進情報」の
　　「県ホームページ」上での公表件数
　　　㉕２２０件→㉚３００件

推進

260件 280件 290件 300件

● 県民からの意見・提言等を積極的に県政に反映させるた
め、幅広く県民から意見が寄せられるよう工夫するなど、
とくしま目安箱、パブリックコメント及びｅ－モニターア
ンケートのより一層の活性化を図ります。＜監察＞
　○とくしま目安箱提言件数
　　　㉕９３６件→㉗～㉚年間１，０００件
　○パブリックコメント１回当たりの意見件数
　　　㉕２６件→㉗～㉚年間平均３０件

推進

1,000件

30件

1,000件

30件

1,000件

30件

1,000件

30件

● 県民の県政に対する意見、苦情、照会、相談等に的確かつ
迅速に対応するため、県民からの電話による問い合わせを
一元的に受け付ける県庁コールセンター「すだちくんコー
ル」や「県庁サービスセンター」及び各総合県民局「県民
センター」の運営を行うとともに、よくある質問をＦＡＱ
として整理・情報提供し、サービス向上を図ります。
＜監察＞
　○コールセンターでの対応完了率
　　　㉕５７％→㉚６０％
　○ＦＡＱ月間平均アクセス数
　　　㉕８６，０００件→㉚９２，０００件

推進

58%

90,500
件

59%

91,000
件

60%

91,500
件

60%

92,000
件

● 公平・公正な職務執行をはじめ、県民からの信頼や期待に
応える県政を推進するため、第三者機関である「職員倫理
審査会」、「監察局」等によるチェック体制のもと、｢徳島
県コンプライアンス基本方針｣に基づく創意工夫を凝らした
研修や啓発、「風通しの良い職場環境」づくりの取り組み
などにより、全庁一丸となり職員の倫理意識の向上及び服
務規律の徹底を図ります。＜経営＞
　○職員の倫理意識の向上及び服務規律の徹底
　　　㉗推進

推進

６　公正で公平な県政の推進（長期：３，中期：Ⅴ－５⑤）

５　県民に開かれた県政の推進（長期：３，中期：Ⅴ－５⑤）

　主要事業実施工程表（1-５ 国に先んじた行政手法の進化）

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

○「情報提供施策の推進に関する要綱」に基づく「公表推進情報」の

「県ホームページ」上での公表件数 ３００件

５ 県民に開かれた県政の推進（長期：３，中期：Ⅴ－５⑤）

○職員の倫理意識の向上及び服務規律の徹底 推進

６ 公正で公平な県政の推進（長期：３，中期：Ⅴ－５⑤）

主要指標

主要指標
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Ｈ２７ Ｈ２８ Ｈ２９ Ｈ３０
● 職員をはじめ県民等からの通報により、県職員の不正行為

等を早期に発見、是正し、職員の職務執行の適正を確保す
るため、制度の適切な運用を行います。＜監察＞

運用

● より透明で開かれた県政運営に資するため、知事や県職員
が、その職務に関して受ける県政への要望、意見等に対し
て、適正に対応するための制度の適切な運用を行います。
＜監察＞

運用

● 違法又は不当な要求に対して、組織として公正で円滑な事
務執行を確保するための制度の適切な運用を行います。
＜監察＞

運用

● 入札・契約制度のより一層の「透明性」「競争性」「公正
性」の確保を図るため、総合評価落札方式の拡充、ダンピ
ング防止対策の強化などの取組みを推進します。＜県土＞

推進

● 第三者機関である「徳島県入札監視委員会」による審議を
行い、公共工事の入札・契約等の適正化を推進します。
＜県土＞

推進

● マイナンバー制度を普及させるため、広く県民にメリット
を周知することにより、「個人番号カード」の利用促進を
図ります。＜政策＞
　○個人番号カード保有者数
　　　㉕－→㉚100,000人

推進

1,500
人

10,000
人

40,000
人

100,000
人

● マイナンバー制度の円滑な導入に向けて、統合宛名システ
ムの整備及び関係システムの改修支援などに重点的に取り
組みます。＜経営＞
　○マイナンバー制度の
　　円滑な導入と運用
　　　㉗一部稼働・㉙本格稼働（情報連携）

一部
稼働

本格
稼働

● 常に危機管理の視点をもった情報セキュリティを確立する
ため、外部からの不正なアクセスや情報漏えいのリスク対
策を行うなど、一層のセキュリティ対策に取り組みます。
＜経営＞
　○情報セキュリティ内部監査
　　実施所属数の割合
　　　㉕３４％→㉚１００％

推進

55% 70% 85% 100%

　主要事業実施工程表（1-５ 国に先んじた行政手法の進化）

  主要事業名・事業概要・数値目標
工程（年度別事業計画）

７　マイナンバーの普及（長期：３，中期：Ⅴ－５③）
○個人番号カード保有者数 １００，０００人

７ マイナンバーの普及（長期：３，中期：Ⅴ－５③）
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